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審議等の概要 

（午後２時００分開会） 

 

○部会長 定刻になりましたので、ただ今から、令和４年度第１回豊中市個人情報保護制度の見

直しについてに係る専門部会を開催します。まず、事務局から本日の委員の出席状況を報告して

ください。 

 

〇事務局 本日は、お忙しいところ、豊中市個人情報保護制度の見直しについてに係る専門部会

に出席していただきまして、誠にありがとうございます。 

本日の委員の皆さまの出席状況でございますが、高橋委員、加賀委員がご欠席、ということで、

４名の委員の皆さまにご出席いただいております。次に、本日出席しております市の職員は、別

紙市側出席者名簿のとおりでございます。以上でございます。 

 

〇部会長 それでは、会議を始めます。まず、事務局から本日の議題について説明して下さい。 

 

〇事務局 それでは、本日の会議の予定について、ご説明させていただきます。お手元に配付し

ております会議次第をご覧ください。  

案件としましては、豊中市個人情報保護制度の見直しについて、でございます。  

まず、事務局より改正個人情報保護法の概要及び本日ご審議いただきたい事項について説明さ

せていただきます。委員のみなさまには、各諮問案件に対してご意見等をお願いしたいと考えて

おります。以上でございます。 

 

〇部会長 それでは、会議を進めます。事務局より改正個人情報保護法の概要及び諮問事項につ

いて説明をお願いします。 

 

〇事務局 それでは、改正個人情報保護法の概要についてご説明させていただきます。お手元に

配付しております資料「豊中市個人情報保護条例と改正個人情報保護法との相違点」をご覧くだ

さい。 

令和３年５月１９日に公布されましたデジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関

する法律第５０条、第５１条によりまして、個人情報保護に関する一般法を一本化するとともに、

地方公共団体等の保有する個人情報の取り扱いについても、個人情報の保護に関する法律で定

め、共通ルールに則って運用することが基本となります。しかしながら、一部の事項については、

地域の実情に応じて条例で定めることができるようになっております。そのため、法改正に伴う

個人情報保護条例の見直しについて、本市としましては、ご覧いただいている資料左側に記載し

ております「①開示の期限」から「⑥死者の情報」までの６点について、委員のみなさまにご審

議いただきたいと考えております。 
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１点目の案件につきましては、改正法第８３条の「開示決定等の期限」についてです。 

この資料ですが、左端にご審議いただきたい事項、次に現行の豊中市個人情報保護条例の要旨、

次に改正個人情報保護法の要旨、右端に相違点等を記載しております。 

では、一番上、「①開示期限」の欄をご覧ください。表まん中、改正法第８３条では、「開示決

定等は、開示請求があった日から３０日以内にしなければならない。」と規定されておりますが、

左側、本市条例第２５条第１項では、「開示決定等は，開示請求があった日から起算して１５日

以内にしなければならない。」と規定しております。右端、相違点等の列をご覧ください。開示

請求があった日からの期限が異なります。しかしながら、条例に規定することにより開示決定等

を行う期限を３０日より短い日数とすることが許容されているため、当該期限についてご審議い

ただくものでございます。 

２点目の案件につきましては、改正法第７８条の「自己情報開示等請求における不開示情報の

範囲」になります。 

「②不開示の範囲」の行をご覧ください。改正法第７８条において国が定める不開示情報の範

囲と条例第２０条において本市が定める不開示情報の範囲を項目ごとに列記しております。右

端、改正法と本市条例の主な相違点としましては、改正法において「(4)国の安全等に関する情

報」が規定されている点と、「(8)法令秘等に関する情報」が規定されていない点となります。こ

の点につきまして、改正法第７８条第２項において、情報公開条例との整合性を確保するために

不開示とする必要がある情報及び改正法において不開示情報とされているもののうち市情報公

開条例で開示とされている情報については、条例で規定し、不開示情報とすることが許容されて

おります。そのため、不開示情報の範囲について、本市情報公開条例、個人情報保護条例及び改

正法を比較検討していただきながらご審議いただくものでございます。 

３点目以降につきましては、次回以降にご審議いただきたい事項でございますが、概要のご説

明をいたします。 

３点目につきましては、改正法第７５条「個人情報ファイル簿及び個人情報取扱記録簿の作

成・公表」に係る事項になります。 

個人情報ファイルにつきましては、改正法第６０条第２項に定義されておりまして、保有個人

情報を含む情報の集合物であって、次の２つのものとなります。まず１つ目が、一定の事務の目

的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体

系的に構成したもの、２つ目が、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、その他の

記述等により特定の保有個人情報を容易に検索することができるように電子計算機以外で体系

的に構成したもの、となります。「③個人情報ファイル簿」の行をご覧ください。改正法第７５

条等において国が定める個人情報ファイル簿に記載すべき事項と条例第１７条等において本市

が定める個人情報ファイルに記載すべき事項を項目ごとに列記しております。右端、「相違点等」

の列をご覧ください。改正法と本市条例の大きな相違点としましては、こちらに記載しておりま

す項目が追加された点でございます。次のページにうつりますが、改正法第７５条第５項におい

て、条例で定めることにより、個人情報ファイル簿に追加して、個人情報の保有の状況に関する
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事項を記載した帳簿を作成し、公表することも許容されておりますので個人情報の保有の状況に

関する事項を記載した帳簿の作成等の必要性についてご審議いただくものでございます。 

４点目につきましては、改正法第８９条手数料でございます。 

「④手数料」の行をご覧ください。真ん中の列、改正法第８９条第２項において、条例で定め

る額の手数料を納めることとされております。これは、自己情報の開示の役務の提供を受けた特

定の者のみがその利益を受けることとなるものであることに注目して、役務の提供を受けた特定

の者から手数料を徴収する意図です。左に移っていただき、現行の個人情報保護条例では、手数

料を徴収しないものとしています。条例の目的に照らし、自己情報の開示に係る手数料の負担に

より利用者の利便が制約されることがないよう、手数料を無料とする措置を講じ、写し等の作成

費用をコピー代として実費のみいただいている運用としております。全国の自治体におきまして

も、手数料については有料、無料さまざまとなっております。右端の欄をご覧ください。手数料

については、実費の範囲内であれば、従量制の開示手数料を定めることも許容される、とされて

おります。また、自治体の実情にあわせて、無料とすることも許容されているものです。なお、

国におきましては、申請手数料として３００円の設定等がされているものでございます。手数料

につきましては、整備法第５１条の施行までに条例で定める必要がございますが、手数料の額に

ついてどうあるべきか、これまでどおり無料とするか等を含めご審議いただくことを予定してお

ります。 

５点目につきましては、改正法第６０条、条例要配慮個人情報となります。 

要配慮個人情報につきましては、改正法第２条第３項において「本人の人種、信条、社会的身

分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他

の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令で定める記述等が含

まれる個人情報である」と定義されております。なお、政令で定める事項につきましては、「障

害の有無等に関する事項、健康診断の結果等に関する事項、刑事事件に関する手続きが行われた

事項等」が想定されております。また、要配慮個人情報につきましては、先ほどご説明しました

個人情報ファイル簿にもその有無が記載されます。「⑤条例要配慮個人情報」の列をご覧くださ

い。改正法第６０条第５項では、「地方公共団体の機関が保有する個人情報のうち、地域の特性

その他の事情に応じて、本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取

扱いに特に配慮を要するものとして条例で要配慮個人情報を定めることが許容されております

ので条例要配慮個人情報を定める必要性についてご審議いただくものでございます。 

 ６点目につきましては、死者の情報となります。 

「⑥死者の情報」の欄をご覧ください。個人情報の定義について、一つ隣の列、条例第２条で

は、個人に関する情報であって，当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により特定

の個人を識別することができるもの等になりますが、一つ隣の列、改正法では、生存する個人に

関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識

別することができるもの等となり、死者に関する情報が個人情報から除かれております。この点

について、国は、「改正法は個人情報の取扱いに関連する個人の権利利益を保護することを目的
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とするものであり、本人関与等により権利利益の保護を求めることができるのは生存する個人で

あるためである」との見解を示しております。そのため、市が改正法の目的に反して、死者に関

する情報を条例で個人情報として定義することはできないとされております。しかしながら、死

者の情報について特化して規律を設けることについては、個人情報保護法の体系の外で規定され

ることとして許容されているため、死者の情報について特化した規律を設ける必要性についてご

審議いただくものでございます。 

以上が、「①開示の期限」から「⑥死者の情報」までの６点についての内容となります。続き

まして、審査のスケジュールについてご説明させていただきます。資料「個人情報保護条例スケ

ジュールについて」をご覧ください。現時点の想定ですが、運営委員会からの答申は１０月上旬

を予定しておりまして、それまでの間に専門部会は計６回程度を想定しております。また、第１

回全体会議で事務局より専門部会での意見等を踏まえた途中経過の報告を予定しております。 

また、このスケジュール表には記載しておりませんが、前回の運営委員会で諮問させていただ

きました情報公開条例に基づく開示請求における権利濫用等の疑いのある大量請求についての

検討でございますが、先ほど説明しました④手数料の審議を終えたうえで引き続きご審議いただ

ければと考えております。 

以上がスケジュールについて、でございます。本日は、「①開示決定等の期限」及び「②自己

情報開示等請求における不開示情報の範囲」についてご審議いただければと考えております。よ

ろしくお願いします。 

 

〇部会長 ありがとうございました。ただ今、改正法と条例との相違点等について説明いただき

ましたけれども、これについて何かご質問等ありますか。 

 

（質問なし） 

 

〇部会長 よろしいですか。それでは、事務局から説明の在りました通り、本日は、「①開示決

定等の期限」及び「②自己情報開示等請求における不開示情報の範囲」について審議したいと思

います。それでは事務局より「自己情報開示等請求の手続き方法及び処理期間について」につい

て説明をお願いします。 

 

〇事務局 「自己情報開示等請求の手続き方法及び処理期間について」をご説明させていただき

ます。お手元に配付しております資料「開示決定等の期限について」をご覧ください。 

初めに、「１ 市及び国の開示決定期限の現状」についてご説明します。まず、開示決定期限

につきましては、国の開示期限が請求があった日から３０日以内、市の開示期限が請求があった

日から起算して１５日以内となっており、開示期限が異なっているため、改正法の施行後は、条

例で処理期限について別段の定めをしない限り、現行よりも開示決定等の期限が延びることとな

ります。また、期限の延長につきましては、国は正当な理由があるときは３０日を限度、市は開
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示請求があった日から起算して６０日を限度として期限を延長することとなっているため、延長

期限についての大きな変更はございません。しかしながら、改正法によって法の設定する期限に

一律に合わせることは、開示決定等の期限の延長となる場合があり、開示請求等を行う者にとっ

て不利益となることから、開示請求等を迅速に処理するため、改正法第１０８条の規定により、

条例で改正法よりも短い期限を設定することは許容されております。 

なお、開示決定を行う期限を、法が定める３０日より短い日数として定めた場合であっても、

条例の定めにより延長することができる日数は、３０日を超えることができないとされておりま

す。また、開示決定等の期限に係る初日の参入又は不算入といった期間の計算方法についても、

改正法と異なる方法を法施行条例で規定することはできないとされております。 

次に、「２ 国における開示決定等を３０日以内と定めた理由」についてご説明いたします。 

国が開示期限を３０日以内とした理由につきましては、「審査義務が発生してから、開示請求

に対して開示決定等を行うまでの期間は、検索までに要する期間、審査に要する期間、開示決定

等の通知書の作成に要する期間からなり、対象文書の多寡、開示・不開示の判断の難易、第三者

からの意見聴取の要否、行政機関の事務の繁忙等により左右されるため３０日と設定された」と

されております。 

「３－１ 市における開示決定等の現状」をご説明いたします。 

資料に記載の図をご覧ください。こちらは、平成２８年度から令和２年度までの自己情報開示

請求の件数、延長を除く平均決定日数等を取りまとめて一覧にしております。期間延長を除いた

もので開示決定までに要する平均日数につきましては約１０日となっており、概ね請求に対する

決定が開示期限である１５日以内になされております。また、期間延長の件数につきましても、

平均５件ほどと少数でございます。 

「３－２ 市における開示決定期限等の経過」についてご説明いたします。平成元年当時の公

文書の開示等に関する条例、現行の豊中市情報公開条例にあたるものとなりますが、当時の開示

決定期限の考え方として、実施機関が請求書を受取り、請求の対象となる公文書を特定し、さら

に適用除外事項に該当するかどうか内容を審査し、その公文書の開示の是非を判断するといった

一連の事務処理状況及び既に実施している自治体の実情を勘案して、１５日以内としているとな

っております。また、すべての公文書の開示決定を１５日間かけるということではなく、この制

度の趣旨からみて、できるだけ早期の決定に心掛けるべきと考えられております。次に、平成１

５年１０月１０日付けで諮問した「個人情報保護制度の見直し」に対する平成１６年１０月２１

日付けの答申において、これまでの開示請求に係る決定は、その多くが現行の１５日以内に行わ

れており改める必要はないと考えられるとの答申を得ております。 

以上ご説明してきた内容を踏まえて、「４ 実施機関の意見」をお伝えします。まず、３－１

においてご説明しましたように、平成２８年度から令和２年度までの自己情報開示請求に対する

決定は、その多くが１５日以内に行われております。また、３－２においてご説明しましたよう

に、従前から、開示請求等の趣旨を踏まえ、できるだけ早期の決定に心掛けるべきとの判断から

開示期限については、１５日以内とされてきております。従いまして、これら２つの経過及び改
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正法第１０８条において条例で規定することが許容されていることを踏まえると、市の現行の期

間と同様の期間で設定することが望ましいと考えております。 

事務局からの説明は以上となります。よろしくお願いいたします。 

 

〇部会長 ありがとうございました。 それでは、委員の皆さまには、担当課からの説明につき

まして、何か意見や確認したい点はありますか。 

 

〇委員 通常の開示決定までの１５日というのはわかるんですが、その延長の時の６０日という

のは、法律では３０日以内までとなっているから、そこは条例で規定する必要はないんですか。 

 

〇事務局 仮に開示期限を１５日以内とした場合、延長期限につきましては、改正法で規定する

３０日を加えた４５日以内ということとなります。しかしながら、開示文書が大量にある場合は、

特例延長の制度が改正法の中にもありまして、その中において、さらなる延長ができるようにな

っております。従いまして、開示期限を１５日以内とすることで、延長期限が合計４５日以内と

なり、条例が定める６０日以内より短くなりますが、４５日を超える場合については、特例延長

の制度があるため、実務上の支障はないかと考えておりますので、開示期限を改正法が定める３

０日にする必要性はないかと考えます。 

 

〇委員 そこは条例で規定するの？ 

 

〇事務局 開示期限については、条例において１５日以内を規定するようなかたちになります。

特例延長の制度については、改正法に規定されております。 

 

〇委員 特例延長については、条例でなく改正法を適用するということですか。 

 

〇事務局 はい。条例で特例延長制度を設けるのではなく、法律に定める特例延長制度が適用さ

れることになります。 

 

〇部会長 この点について他市状況はどうなっていますか。 

 

〇事務局 他市につきましても本市同様に、現在審議会への諮問等をしている状況でございます

が、近隣市である高槻市につきましては、既に運営委員会に諮問しており答申をいただいており

ます。高槻市の答申内容を確認しましたところ、開示期限については１５日としておりました。

それ以外の北摂等の市につきましては、調査中です。 

 

〇委員 改正には影響ないのですが、市における開示決定等の現状の資料に記載の平均決定日数
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（延長除く）の内容というのは、すぐに決定できるようなものと１５日ぎりぎりまでかかるよう

なものがたくさんあって、その結果、平均すると１０日となっているのか、それとも、１０日前

後で決定するものがたくさんあって、その結果、平均すると１０日となっているのか、どちらで

すか。 

 

〇事務局 すぐに決定できるようなものと１５日ぎりぎりまでかかっているようなものが混在

しているような状況かとは思います。 

 

〇委員 過去の延長した場合の平均決定日数で４５日を超えているものが２回あるのですが、改

正法施行後、このようなケースについては、特例延長を使うということですか。 

 

〇事務局 改正法にも特例延長の制度がありまして、保有個人情報が著しく大量であるため、開

示請求があった日から６０日以内にそのすべての開示決定をすることにより事務の遂行に著し

い支障が生じるおそれがある場合には、さらなる延長ができるとなっておりますので、そちらで

対応していくことになるかと考えております。 

 

〇委員 過去、開示決定日数が５０日を超えたような場合というのは、文書が大量だったという

ことですか。特例というからには、何か要件を満たさないとその制度の適用ができないのかと思

いまして。 

 

〇事務局 原則は、１５日以内での対応となります。１５日以内に開示決定が困難な場合には通

常延長の制度がございますが、その延長期間でも決定ができないような場合のもの、例えば、市

のほうに申請があってその審査をした内容とか、第三者の個人情報が関係してくるような場合に

本人が知り得る情報はどこまでなのかとか、そのような点について開示・不開示の判断をする場

合に、けっこう時間をかけての審査が必要となりますので、そのような文書が大量にあった場合

には、特例延長の制度を適用しております。また、本市で実際に５０日を超えて特例延長した案

件につきましては、長期にわたる相談期間があった方で、その相談記録の全てについての開示請

求があったときになります。このような場合ですと、そもそも対象となる情報量が多いというこ

と、さらに、その１件１件に対して開示・不開示の判断をしていく必要があったということから、

特例延長を適用したという経過があります。 

 

〇部会長 他に何かご意見・ご質問等ありますか。 

 

（意見なし） 

 

〇部会長 事務局に確認したいのですが、この案件について、本日の部会で結論を出していくも
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のですか。 

 

〇事務局 現時点で想定しておりますのは、本日説明させていただいた内容でご審議いただきま

して、ある程度の方向性についてご意見いただければと考えております。ただ、国や他市状況等

を鑑みて再度検討すべき必要性が生じた場合には、ある程度情報が揃った段階で、事務局から説

明させていただいて、その内容を踏まえて審議会で再審議が必要となれば、再度ご検討いただけ

ればと考えております。 

 

〇部会長 本日時点での専門部会としての方向性は出すということですか。 

 

〇事務局 はい。 

 

〇部会長 そうであれば、みなさまどうですか。現状、平均して１０日前後で開示決定されてい

るということですが。 

 

〇委員 開示期限を１５日以内にして支障がないということであれば、早いほうがいいのではな

いかと思います。 

 

〇委員 開示期限を１５日以内とすることを法律が許容しており、実務上も問題ないのであれば

いいと思います。 

 

〇部会長 でしたら、開示期限を１５日以内にするという方向性で考えたいと思います。 

 では、次の案件に移ります。「自己情報開示等請求における不開示情報の範囲について」事務

局より諮問案件について説明をお願いします。 

 

〇事務局 それでは、自己情報開示等請求における不開示情報の範囲についてご説明させていた

だきます。お手元に配付しております資料「自己情報開示等請求における不開示情報の範囲につ

いて」及び「各条例等の開示・不開示部分の抜粋」をご覧ください。 

初めに、「１ 市及び国の不開示情報の範囲の主な規定上の違い」についてご説明します。 

市と国の主な不開示情報の違いとしましては、ア 公務員の氏名の取扱い、イ 法令秘等に関

する情報の取扱いとなります。 

まずは、「公務員の氏名の取扱いについて」ご説明いたします。 

公務員の氏名について、市は情報公開条例第７条第１号ウの規定により、開示としております。

市が開示としている理由としましては、「公務員等の職務の遂行に係る情報の中には、職務遂行

の内容に係る情報のほかに、公務員等の職、氏名等特定の公務員等個人を識別することができる

情報を含むものが多いが、市の諸活動を説明する責務を全うするようにする観点から、当該公務
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員等の職名及び職務遂行の内容に係る部分はもちろんのこと、その氏名についても、当該公務員

等の個人情報としては、不開示とはしない」としております。 

次に、国の公務員等に関連する規定は、改正個人情報保護法第７８条第１項第２号ハに規定さ

れていますが、氏名に関する記載はございません。しかしながら、国の解釈として「職員の職務

の遂行に係る情報に含まれる当該職員の氏名については、特段の支障の生ずるおそれがあるもの

を除き、公にするものとする。公務員の氏名については、原則として慣行として公にされ、又は

公にすることが予定されている情報に該当することとなる。なお、特段の支障とは、情報公開法

に規定する不開示情報を公にするような場合等をいう。」とされております。 

「３ 法令秘等に関する情報」についてご説明します。 

法令秘等に関する情報について、市は、情報公開条例第７条第７号の規定により、不開示とし

ております。市の解釈としましては、平成１６年１０月２１日付けの「個人情報保護制度の見直

しについて」の答申において、市の説明責任を果たす必要からも現行の不開示情報に関する規定

を整備するという意見を得ております。また、当該答申において、今回の不開示情報の整備は、

不開示情報の項目を増やしたものではなく、請求者に対し、不開示理由の理解が得やすくするた

めのものであるとしております。さらに、当時の本市の法令秘等情報に対する考え方は、条例に

法令秘等情報を明文化することで、不開示情報であることを確認するために規定するものである

と考えられております。 

国においては、法令秘等に関する情報について不開示情報として規定しておりません。しかし

ながら、法令秘等に関する情報に関する国の見解として、「法第７８条第１項各号に列記された

不開示情報は、不開示により保護しようとしている情報の類型ごとに定性的な支障の有無等を規

律しているものであり、他の法令の規定等により開示することができない情報についても、通常

これらの類型のいずれかに該当し、不開示情報であると判断できるものである。」とされており

ます。 

以上の解釈等を踏まえた「４ 実施機関の意見」についてご説明します。 

まず、公務員の氏名について、規定上は、改正法第７８条第１項各号と情報公開条例第７条第

１項各号と比較して「公務員等の氏名」の開示の範囲が広いように見えますが、資料２②国の改

正法の解釈で記載のとおり、原則として慣行として公にされ、又は公にすることが予定されてい

る情報と判断されていることから実質的な差異はないものであると考えております。 

次に、法令秘等に関する情報について、本市条例における不開示情報は、過去の経過から不開

示情報の項目を追加してきたものではなく、適正で、的確な不開示情報として整理することで不

開示理由の理解を得やすくしてきたものであり、適用する場合には、個別具体的に検討する必要

があると考えられております。また、国の不開示情報も、不開示により保護しようとしている情

報の類型ごとに定性的な支障の有無等を規律しているものであると考えられております。 

従って、法に一本化されることにより法令秘等情報の規定が削除されたとしても、それにより

不開示情報の範囲が変更されるものではなく、法令秘等情報が不開示情報のどの規定に該当する

かを実質的に判断していくことに変わりのないものであると考えられることから、条例で定める
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必要性は無いと考えております。 

 

〇部会長 ありがとうございました。 それでは、委員の皆さまには、担当課からの説明につき

まして、何か意見や確認したい点はありますか。 

 

〇委員 確認になりますが、公務員の氏名について、国ははっきりと公開とは言ってないけれど

も、市でははっきりと公務員の氏名について全部公開すると言っているから、市は公開しすぎで

はないかということですか。ここまで言ってしまっていいのかという点について審議するという

ことですか。 

 

〇事務局 情報公開条例で開示している情報につきましては、別途条例で規定することで開示と

することができるという規定が今回改正法に設けられたことで、諮問事項とさせていただいたの

ですが、実状としましては、改正法に公務員の氏名が規定されていないため、当初国のほうは公

務員の氏名を不開示にしているのかと考えていましたが、調べてみたところ、国の情報公開に関

する連絡会議申合せにおいて、公務員の氏名については、基本的には公開とするとしておりまし

た。その理由としましては、公務員の氏名については、慣行として公にすべきものなので、公に

していると考えられているためです。しかしながら、国の機関の特殊性というところで、例えば、

捜査機関の職員の氏名等、公にすることにより事務事業上の支障の生ずるおそれがある場合と

か、公にすることにより職員個人の権利利益を害することとなるような場合については、例外的

に公務員の氏名を不開示としているものでございます。 

 現時点における市職員の職務遂行において、今ご説明したような特段の支障が生ずるおそれと

いうのがないのではないかというふうに考えておりますので、条例において公務員の氏名を開示

すると明記する必要性は、実務上ないのかと考えております。 

 

〇委員 事務局としては、公務員の氏名を今後の条例に明記する必要は特段ないという方向性と

いうことですか。 

 

〇事務局 はい、明記しなくても国の今の解釈としては、公務員の氏名については、原則、慣行

として公にするものであるとなっておりますので、市職員の氏名についても、改正法施行後もこ

れまでと同様に開示していくものになると考えております。 

 

〇部会長 市の職員の場合、特に秘匿しなければならない職種とかはないのですか。 

 

〇事務局 これまで、条例で開示するとしてきていることから開示してきておりますが、逆に開

示することで何か支障が生ずることがあるかというと、例えば、情報公開条例第７条第４号の事

務事業上の支障が生ずるおそれがある等他の不開示情報にあてはめて不開示としたというよう
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な事例はなかったかとは思います。 

 

〇委員 この法令秘等情報には、例えばどのようなものが該当してきますか。 

 

〇事務局 現行の条例で明記はしておりますが、過去５年間で法令秘等情報を適用した事例はな

いのですが、地方税法第２２条の守秘義務等を想定しております。 

 

〇部会長 この案件についても、実質、法と差異はないということであれば、法にあわせていい

と思いますが、委員のみなさまいかがですか。 

 

〇委員 いいとは思うんですけれども、今回の法改正において法令秘等情報が規定されていない

というところで、最高裁判所の裁判官の方がコメントしておりまして、不開示情報に法令秘等情

報を規定してしまうと、他の法律でこの情報は出さないと規定してしまえば全部の情報を出さな

くてもいいというふうになってしまう。それはよろしくないと。なので、法令秘等情報を規定し

なかったと書いてあって。なので、法令秘等情報を条例に規定しておくと、豊中市が条例でこの

情報は不開示とすると規定したら出さなくなっちゃうという危険がある。そういうことを勘案し

ておかないといけないと思います。改正法で法令秘等情報を規定してしまうと、国会が開示でき

るものとできないものをコントロールできてしまうおそれがあるので、それはよろしくないでし

ょ、っていうのが説明として言われている。なので、条例上は規定しないほうがいいのではない

かという気はしますけど。国の規定にあわせておいたほうが無難であろうかとは思います。 

 

〇部会長 今の説明だと、公務員の氏名については逆の考え方になるんですかね。公開と規定し

た場合は、全部開示しないといけなくなると。 

 

〇委員 わたしが気になっているのは、公務員の氏名について、先ほどの事務局からの説明では

「実質的な差異はないものである。」と。これは、差異はないように見えるというだけなのか、

それとも、実質的に差異はなくて、具体的な規定に落とし込んだ時にどうなるのか、国の機関の

特殊性というところ、捜査機関のところだけなのか、そういったことが本当にこの申合せの中で

説明されているのか、心配だというのがこれまでの議論ですよね。今回は、方向性を決めるとい

うことではあるのですが、この点については、また追加情報とか踏まえて議論するのでしょうか。 

 

〇部会長 今回は、方向性を決めるということですが、専門部会としては国の規定にあわせると

いう方向で、それでまた何か問題等が出てきたら、審議していくということにしましょうか。他

に何かご質問・ご意見等ありますか。 

 

（質問・意見なし） 
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〇部会長 そうしましたら、以上で本日予定している案件は終わりましたが、事務局、他に何か

ありますか。  

 

〇事務局             （日程調整等） 

 

〇部会長 ありがとうございます。他になければ、これで、本日の会議を閉会したいと思います。

ありがとうございました。 

 

（午後３時００分閉会） 

 


